
様式１－１（学校法人用） 

 

令和○年○月○日 

  北 海 道 知 事  様 

 

                                      （申請者）所在地 〇〇市△△町１－１－１ 

                                                法人名 ○○学園 

                                                代表者  理事長 ○○ ○○           

         

登録免許税法別表第３の１の２の項の第３欄の（第３号・第４号）に掲げる登記に係る証明願 

 

  登録免許税法第４条第２項の規定による登録免許税の非課税措置を受けるため、次の不動産に

係る登記が同法別表第３の１の２の項の第３欄の（第３号・第４号）に該当することについて、

同法施行規則第２条第１項（第２号・第３号）の規定により証明くださるよう申請します。 

                                         記 

証

明 

を

受

け

よ

う

と

す

る

不

動

産 

所   在 

 

地番又は 

家屋番号 

地目又は建物 

の種類・構造 

地積又は床面積 

 

具体的用途 

 

○○市□□町 

 

 

○○市□□町 

 

 

 

 

 

○番地１ 

○番地２ 

 

○番地２ 

 

 

 

 

 

宅地 

宅地 

 

○造２階建 

 

 

 

 

 

○○㎡ 

○○㎡ 

 

１階○○㎡ 

２階○○㎡ 

 

 

 

 

（施設種別） 

幼保連携型認定

こども園 

（名称） 

○○認定こども

園 

（用途） 

認定こども園の

用に供する園舎

・園庭 

 

 上記不動産に係る登記は、登録免許税法別表第３の１の２の項の第３欄の（第３号・第４号）

に該当することを証明します。 

（元号）  年  月  日 

                                               北海道知事                      印 

 

注 １ 「所在」、「地番又は家屋番号」、「地目又は建物の種類・構造」及び「地積又は床面

積」の欄は、登記事項証明書の表題部の表示事項と同一であること。 

  ２ 「具体的用途」欄には、施設の種別、名称、用途等を記入すること。 

  ３ 正副２部作成の上、副本の上部余白に手数料として４３２円分の北海道収入証紙をちょ 

  う付すること。 

記入例 

「具体的用途」欄には、施設

の種別、名称、用途等を記入

すること。 

「所在」、「地番又は家屋番号」、「地目

又は建物の種類・構造」及び「地積又は床

面積」の欄は、登記事項証明書の表題部の

表示事項と同一であること。 

副本（１部）の余白に、４３２円分の北海道収入証紙

をちょう付する 

押印は不要 


